
２０２０年度 決算の概要 
 
 
① 貸借対照表の状況 
 

（単位：千円） 
 資産の部 

科目 本年度末 前年度末 増減 
固定資産 ５，２６１，４７１ ５，３５９，８９０ △９８，４２０ 
 有形固定資産 ４，７６９，８５０ ４，７２２，１９３ ４７，６５７ 
  土地 ８１５，５８７ ８１５，５８７ ０ 
  建物 ３，５９３，６５４ ３，２２３，２８３ ３７０，３７１ 
  構築物 ２００，４９９ １３４，９８３ ６５，５１６ 
  機器備品 ９５，８７６ ６３，６７２ ３２，２０３ 
  図書 ２８，２１２ ３４，２３２ △６，０２０ 
  車両 ３６，０２２ ２６，１５６ ９，８６７ 
  建設仮勘定 ０ ４２４，２８０ △４２４，２８０ 

特定資産 ４８８，５００ ６３４，３４５ △１４５，８４６ 
その他の固定資産 ３，１２１ ３，３５２ △２３１ 

流動資産 ６７３，１７１ ６０２，１７７ ７０，９９４ 
 現金預金 ６０２，０３８ ５０９，２８２ ９２，７５６ 
 その他 ７１，１３３ ９２，８９５ △２１，７６２ 
資産の部合計 ５，９３４，６４２ ５，９６２，０６７ △２７，４２５ 

負債の部 
固定負債 ６６，６６３ ７２，３１１ △５，６４８ 
 ⻑期借⼊金 ６５，０００ ７０，０００ △５，０００ 
 退職給与引当金 １，６６３ ２，３１１ △６４８ 
流動負債 １６１，８７９ １７７，７１２ △１５，８３２ 
 短期借⼊金 ５，０００ ５，０００ ０ 
 未払金 ４６，７８４ ８３，１１１ △３６，３２７ 
 前受金 ４１，８４３ ３５，３１０ ６，５３３ 
 預り金 ６８，２５３ ５４，２９１ １３，９６２ 
負債の部合計 ２２８，５４２ ２５０，０２２ △２１，４８１ 

純資産の部 
基本金 ８，４８９，０８５ ８，２４４，４３６ ２４４，６４９ 
 第１号基本金 ８，３４０，０８５ ８，１１７，４３６ ２２２，６４９ 
 第４号基本金 １４９，０００ １２７，０００ ２２，０００ 
繰越収支差額 △２，７８２，９８５ △２，５３２，３９１ △２５０，５９４ 

翌年度繰越収支差額 △２，７８２，９８５ △２，５３２，３９１ △２５０，５９４ 
純資産の部合計 ５，７０６，１００ ５，７１２，０４５ △５，９４５ 

負債及び純資産の部合計 ５，９３４，６４２ ５，９６２，０６７ △２７，４２５ 
 
 
 



財産目録総括表 
（単位：千円） 

科目 本年度末 
一 基本財産 ４，７６９，８５０ 
 1.土地（校地） ９５，１７６．１６㎡ ８１５，５８７ 
 2.建物 ３１，６３９．６５㎡ ３，５９３，６５４ 
 3.図書 １５，９８１冊 ２８，２１２ 
 4.教具・校具・備品 ６，３６４点 ９５，８７６ 
 5.その他  ２３６，５２１ 
 （1）構築物 ２４１点 ２００，４９９ 
 （2）車両 ２６点 ３６，０２２ 
 （3）建設仮勘定  ０ 
二 運用財産 １，１６４，７９２ 
 1.預金・現金  ６０２，０３８ 
 2.特定資産  ４８８，４９９ 
 3.未収⼊金  ６７，０７９ 
 4.その他  ７，１７５ 
三 負債額 ２５０，０２２ 
 1.固定負債 ６６，６６３ 
 （1）カトリック札幌司教区  ６５，０００ 
 （2）退職給与引当金  １，６６３ 
 2.流動負債 １６１，８７９ 
 （1）短期借⼊金  ５，０００ 
 （2）未払金  ４６，７８４ 
 （3）前受金  ４１，８４３ 
 （4）預り金  ６８，２５３ 
四 基本財産+運用財産 ５，９３４，６４２ 
五 純資産（四―三） ５，７０６，１００ 
 総負債（三）― 前受金 

×１００ 
 

 総資産（四） ３．２％ 
  

 資産の部は藤学園から旭川藤幼稚園の移管、及び大麻藤認定こども園新園舎改築による
増加と、それに伴う旧園舎の解体及び三笠藤幼稚園の廃園に伴う園舎解体による減少があ
りました。資産の部合計は 59 億 3,464 万円で、前年度末より 2,742 万円減少しました。有
形固定資産は、建物が 3 億 7,037 万円、構築物が 6,552 万円増加しました。また、教育研
究用機器備品は 2,916 万円、管理用機器備品は 304 万円増加しました。図書は高等学校部
門の図書館蔵書の見直しを行い 602 万円減少しました。車両は園バスの買い替えと除雪用
車両の購⼊があり 987 万円増加しました。また、大麻藤幼稚園の認定こども園化に伴う園
舎改築工事の完成に伴い建設仮勘定が建物、構築物等へ振り替えたことにより 4 億 2,428
万円減少しました。特定資産は 1 億 4,585 万円減少しました。流動資産は現金預金が 9,276
万円増加し、未収⼊金が 2,229 万円減少しました。 

  負債の部合計は、2 億 2,854 万円で前年度末より、2,148 万円減少しました。高等学校部



門の退職者退職金の未払金の減少が主な要因です。 
基本金は、第 1 号基本金が 2 億 2,265 万円増加しました。また、第 4 号基本金（恒常的

に保持すべき資金の額）が 2,200 万円増加となりました。 
資産合計から負債合計を差し引いた純資産額は 57 億 610 万円となり前年度末より 594

万円の減少となりました。 
 
※ 表の金額は、千円未満を四捨五⼊しているため、合計などの数値が計算上一致しない場合があ

ります。以降の表についても同様です。 
 

② 収支計算書の状況 
ア）事業活動収支計算書 

   （単位：千円） 
科目 本年度 前年度 差異 

教
育
活
動
収
支 

 事業活動収⼊の部 
 学生生徒等納付金 ３７８，５６３ ４００，３７２ △２１，８０９ 
 手数料 １８，１３５ １５，５０７ ２，６２８ 
 寄付金 ２１，１０４ ３８３，５９６ △３６２，４９２ 
 経常費等補助金 １，５３７，７５９ １，３８９，３２１ １４８，４３８ 
 付随事業収⼊ ３５，７６７ ４３，４８３ △７，７１６ 
 雑収⼊ ５０，９２０ ７２，９７９ △２２，０５８ 
 教育活動収⼊計 ２，０４２，２４９ ２，３０５，２５８ △２６３，００９ 
 事業活動支出の部 
 人件費 １，４６２，１１０ １，４２８，３１８ ３３，７９２ 
 教育研究経費 ５５８，０１８ ４７２，４１４ ８５，６０３ 
 管理経費 １３８，８６３ ２２７，４３７ △８８，５７４ 
 徴収不能額等 １６ １７ △１ 
 教育活動支出計 ２，１５９，００６ ２，１２８，１８５ ３０，８２１ 

教育活動収支差額 △１１６，７５７ １７７，０７３ △２９３，８２９ 

教
育
活
動
外
収
支 

 事業活動収⼊の部 

 受取利息・配当金 ６７３ ９０８ △２３５ 
 教育活動外収⼊計 ６７３ ９０８ △２３５ 
 事業活動支出の部 

 借⼊金等利息 ３４ ５０７ △４７３ 
 教育活動外支出計 ３４ ５０７ △４７３ 

  教育活動外収支差額 ６３９ ４０１ ２３８ 
  経常収支差額 △１１６，１１８ １７７，４７４ △２９３，５９１ 

特
別
収
支 

 事業活動収⼊の部 
 資産売却差額 １００ ０ １００ 
 その他の特別収⼊ １１７，４３６ ３，３１９，７９９ △３，２０２，３６３ 
 特別収⼊計 １１７，５３６ ３，３１９，７９９ △３，２０２，２６３ 
 事業活動支出の部 
 資産処分差額 ７，１７６ １０２，３６５ △９５，１８９ 
 その他の特別支出 １８７ ８，０６１ △７，８７４ 
 特別支出計 ７，３６３ １１０，４２６ △１０３，０６３ 

  特別収支差額 １１０，１７３ ３，２０９，３７３ △３，０９９，２００ 
基本金組⼊前当年度収支差額 △５，９４５ ３，３８６，８４７ △３，３９２，７９１ 



基本金組⼊額合計 △３９０，１８８ △５，１２３，５０１ ４，７３３，３１３ 
当年度収支差額 △３９６，１３３ △１，７３６，６５４ １，３４０，５２２ 
前年度繰越収支差額 △２，５３２，３９１ △８４６，１６９ △１，６８６，２２２ 
基本金取崩額 １４５，５３９ ５０，４３３ ９５，１０６ 
翌年度繰越収支差額 △２，７８２，９８５ △２，５３２，３９１ △２５０，５９４ 
（参考）    
事業活動収⼊計 ２，１６０，４５８ ５，６２５，９６５ △３，４６５，６０７ 
事業活動支出計 ２，１６６，４０３ ２，２３９，１１８ △７２，７１５ 

 

当年度の事業活動収支は基本金組⼊前当年度収支差額が△595 万円となり、基本金組⼊
額 3 億 9,019 万円を控除した当年度収支差額は△3 億 9,613 万円で、前年度に比べ 13 億
4,052 万円の増となりました。 

なお、事業活動収⼊計は 21 億 6,046 万円（対前年度△34 憶 6,561 万円）、事業活動支出
計は 21 億 6,640 万円（対前年度△7,272 万円）でした。 

 
事業活動毎の収支状況は次のとおりです。 

 
《教育活動収支》 

教育活動収支差額は△1 億 1,676 万円となりました。 
学生生徒等納付金が 3 億 7,856 万円となり、前年度比で 2,181 万円減少しました。また、

経常費等補助金が 15 億 3,776 万円、前年度比 1 億 4,844 万円増加となりました。寄附金
は 3 億 6,249 万円減少しました。これは、昨年度は高等学校 2 校が移管したことにより大
きく増加していたためです。 

人件費は 14 億 6,211 万円となり、前年度比 3,379 万円増加しました。 
教育研究経費は 5 億 5,802 万円で、大麻藤幼稚園の認定こども園化に係る新築工事に伴

う園舎解体、旭川藤幼稚園の移管、北見藤高等学校の修繕工事により前年度比 8,560 万円
増加しました。管理経費は 1 億 3,886 万円で前年度比 8,857 万円の減少となりました。こ
れは、主に昨年度法人本部において大麻藤幼稚園園舎新築工事に伴うカトリック大麻教会
の移転補償費の支出による増加があったためによります。 
 
《教育活動外収支》 

受取利息・配当金の高等学校部門の特定資産満期による減少が 24 万円、幼児教育部門
の建築資金の短期借⼊金利息の減少 47 万円で教育活動外収支差額は 24 万円増となりまし
た。 

 
《特別収支》 

特別収支差額は 1 億 1,017 万円となりました。 
その他の特別収⼊としては、旭川藤幼稚園の譲渡固定資産 9,852 万円がありましたが、

昨年度は高等学校の移管に伴う固定資産の譲渡があったため、前年度比 32 億 226 万円の
減少となりました。 

特別支出は、旭川藤星高等学校の図書館図書の見直しを行い 736 万円となりました。 
 
《基本金の組⼊額及び取崩額》 



基本金組⼊前当年度収支差額は△595 万円となり、昨年度より△33 億 9,279 万円の減少
になりました。 

基本金は、組⼊額が 3 億 9,019 万円（対前年度比△47 億 3,331 万円）、取崩額が 1 億 4,554
万円（対前年度比+9,511 万円）となりました。 

 
これらの結果、翌年度繰越収支差額は、支出超過額が昨年度より 2 億 5,059 万円増加し

て、27 億 8,299 万円の超過となりました。 
 
イ）資金収支計算書 

   （単位：千円） 
収⼊の部 本年度 前年度 差異 

学生生徒等納付金収⼊ ３７８，５６３ ４００，３７２ △２１，８０９ 
手数料収⼊ １８，１３５ １５，５０７ ２，６２８ 
寄付金収⼊ ２６，０８０ ３８８，１３５ △３６２，０５５ 
補助金収⼊ １，５３７，７５９ １，６３９，１９９ △１０１，４４０ 
資産売却収⼊ １００ ０ １００ 
付随事業・収益事業収⼊ ３４，１８６ ４３，４８３ △９，２９７ 
受取利息・配当金収⼊ ６７３ ９０８ △２３５ 
雑収⼊ ６３，７４６ ７２，９７９ △９，２３３ 
借⼊金等収⼊ ５０，０００ ３６０，０００ △３１０，０００ 
前受金収⼊ ４１，８４３ ３５，３１０ ６，５３３ 
その他の収⼊ ２９８，０３０ ５４９，４３７ △２５１，４０７ 
資金収⼊調整勘定 △１０２，３８９ △１３２，６６１ ３０，２７３ 
前年度繰越支払資金 ５０９，２８２ １４５，８２０ ３６３，４６２ 

収⼊の部合計 ２，８５６，００９ ３，５１８，４９０ △６６２，４８１ 
 
   （単位：千円） 

支出の部 本年度 前年度 差異 
人件費支出 １，４６２，３２３ １，４２８，７４７ ３３，５７６ 
教育研究経費支出 ３２４，００３ ２７２，７２７ ５１，２７５ 
管理経費支出 １３５，０４６ ２２４，１８４ △８９，１３８ 
借⼊金等利息支出 ３４ ５０７ △４７３ 
借⼊金等返済支出 ５５，０００ ３６５，０００ △３１０，０００ 
施設関係支出 １３３，３１８ ５０４，３８８ △３７１，０７０ 
設備関係支出 ５９，４３２ ３０，７９２ ２８，６４０ 
資産運用支出 ４３，８９０ ２００，００３ △１５６，１１３ 
その他の支出 ８８，１０７ ７１，８５８ １６，２４９ 
資金支出調整勘定 △４７，１８０ △８８，９９８ ４１，８１８ 
翌年度繰越支払資金 ６０２，０３８ ５０９，２８２ ９２，７５６ 

支出の部合計 ２，８５６，００９ ３，５１８，４９０ △６６２，４８１ 
  
収⼊及び支出の部の合計は各々28 億 5,601 万円で前年度より 6 億 6,248 万円の減少となり

ました。 
 
収⼊の部では、前年度に対し学生生徒等納付金収⼊が 2,181 万円の減少、補助金収⼊が 1

億 144 万円の減少、寄附金収⼊は昨年高等学校の譲渡流動資産を寄付金扱いとしていたた



め 3 億 6,206 万円減少しました。また、短期借⼊金も 3 億 1,000 万円減少しています。 
 
  支出の部においては、人件費支出が前年度比 3,358 万円の増加となりました。教育研究

経費支出は 5,128 万円増加しました。管理経費支出は、教育研究経費が 5,128 万円増加し、
管理経費が 8,914 万円減少しました。借⼊金が減少した分借⼊金等返済支出も 3 億 1,000
万円減少し、施設関係支出は 3 億 7,107 万円減少しました。 

 
  これらの結果、翌年度繰越支払資金は、6 億 204 万円となり、9,276 万円増加しました。 
   


